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9月19・20日の本会議では各会派から9人の議

員が代表して、市政の各般にわたって市長や関係

理事者に質問を行いました。

本号では、その主なものをお伝えします。

市
長
は
、
市
民
と
の
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
を
重
視
し
、
市

政
を
運
営
し
て
き
た
こ
と
は
大
い
に

結
構
だ
が
、
市
民
か
ら
民
主
的
に
選

ば
れ
た
議
会
こ
そ
が
市
民
の
代
表
だ

と
い
う
認
識
が
必
要
で
あ
る
。
今
日
、

個
別
課
題
ご
と
の
住
民
投
票
制
度
が

論
議
さ
れ
て
い
る
が
、
直
接
的
な
市

民
参
加
の
仕
組
み
と
代
表
民
主
制
と

の
関
係
を
ど
う
考
え
て
い
る
の
か
。

我
が
国
の
地
方
自
治
制
度
は
、

代
表
民
主
制
を
根
幹
と
し
、

直
接
民
主
制
は
こ
れ
を
補
完
す
る
も

の
で
あ
る
。
地
方
分
権
の
時
代
に
あ

っ
て
、
市
会
と
行
政
は
適
度
な
緊
張

関
係
を
保
ち
つ
つ
、
一
層
の
連
携
・

協
力
が
必
要
で
あ
る
。

市
政
の
課
題
は
、
市
会
の
判
断
を

得
て
決
定
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ

る
。
ま
た
、
安
ら
ぎ
と
華
や
ぎ
の
あ

る
市
民
の
暮
ら
し
と
ま
ち
づ
く
り
の

実
現
に
向
け
て
、
市
民
の
声
を
大
切

に
し
、
こ
れ
を
市
政
運
営
に
結
び
付

け
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
参
加
の
制

度
や
手
法
を
工
夫
し
、
市
民
参
加
推

進
計
画
を
策
定
し
た
い
。

な
お
、
住
民
投
票
制
度
は
慎
重
に

議
論
す
べ
き
問
題
だ
と
考
え
て
い
る
。

3
割
自
治
の
実
態
が
地
方
自

治
体
行
政
へ
の
市
民
の
不
満

を
生
み
、
職
員
の
モ
ラ
ー
ル（
士
気
）

喪
失
に
つ
な
が
っ
て
き
た
。
地
方
分

権
行
財
政
改
革
を
求
め
る
世
論
を
背

景
に
、
12
年
4
月
、
地
方
分
権
一
括

法
が
施
行
さ
れ
た
が
、
全
く
例
年
通

り
の
国
家
予
算
要
望
活
動
が
行
わ
れ

て
い
る
。
中
央
に
対
す
る
毅
然
と
し

た
姿
勢
が
必
要
で
は
な
い
か
。

今
回
の
地
方
分
権
改
革
で
機

関
委
任
事
務
制
度
が
廃
止
さ

れ
、
地
方
自
治
体
の
自
己
決
定
権
が

拡
大
し
た
こ
と
な
ど
は
評
価
で
き
る

一
方
、
地
方
分
権
の
本
質
に
か
か
わ

る
税
財
源
の
移
譲
に
つ
い
て
は
具
体

的
な
成
果
が
な
か
っ
た
。

国
と
地
方
の
税
財
源
シ
ス
テ
ム
が

改
革
さ
れ
て
い
な
い
現
状
で
は
、
国

家
予
算
要
望
活
動
は
必
要
だ
が
、
そ

の
規
模
は
年
々
縮
小
・
簡
素
化
の
傾

向
に
あ
る
。
今
回
の
改
革
を
出
発
点

と
受
け
止
め
、
残
さ
れ
た
課
題
に
つ

い
て
国
に
強
く
要
求
す
る
と
同
時

に
、
拡
大
さ
れ
た
自
己
決
定
権
を
最

大
限
に
生
か
し
切
り
、
住
民
福
祉
の

向
上
を
は
じ
め
、
本
市
の
発
展
に
向

け
て
取
り
組
ん
で
い
く
。

Ｉ
Ｔ
の
急
激
な
進
展
は
Ｉ
Ｔ

革
命
と
言
わ
れ
、
経
済
を
は

じ
め
、
社
会
構
造
を
根
底
か
ら
変
え

る
力
を
持
ち
、
市
民
生
活
に
急
速
、

確
実
に
浸
透
し
て
き
て
い
る
。
こ
の

よ
う
な
社
会
で
は
、
ソ
フ
ト
施
策
の

更
な
る
充
実
、
地
域
の
ア
イ
デ
ン
テ

ィ
テ
ィ
の
活
用
が
最
大
の
武
器
と
な

る
と
思
う
が
、
今
後
ど
の
よ
う
な
高

度
情
報
化
の
取
組
を
展
開
す
る
の
か
。

Ｉ
Ｔ
革
命
の
時
代
で
は
、
行

政
の
情
報
化
と
地
域
の
情
報

化
を
密
接
に
連
携
さ
せ
た
明
確
な
戦

略
が
必
要
で
、
行
政
の
あ
ら
ゆ
る
分

野
に
Ｉ
Ｔ
を
積
極
的
に
活
用
す
る
と

と
も
に
、
Ｉ
Ｔ
を
地
域
発
展
の
起
爆

剤
と
し
て
と
ら
え
、
情
報
基
盤
の
整

備
促
進
な
ど
を
図
る
。

こ
う
し
た
理
念
を
実
現
す
る
た

め
、
外
部
有
識
者
に
よ
る
京
都
Ｉ
Ｔ

戦
略
会
議
を
発
足
さ
せ
、
市
の
情
報

戦
略
を
明
確
に
し
た
第
二
次
高
度
情

報
化
推
進
の
た
め
の
行
動
計
画
を
策

定
し
て
い
く
。

先
日
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

に
参
加
し
た
が
、
人
間
性
を

高
め
る
意
義
あ
る
も
の
と
実
感
し
た
。

地
方
分
権
の
時
代
を
迎
え
、
市
民

参
加
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め

に
も
、
そ
の
振
興
は
不
可
欠
で
あ
る
。

21
世
紀
の
京
都
の
新
し
い
ま
ち
づ
く

り
に
お
け
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の

意
義
と
今
後
の
支
援
策
を
聞
き
た
い
。

分
権
型
社
会
に
お
け
る
ま
ち

づ
く
り
を
市
民
参
加
で
進
め

る
本
市
に
と
っ
て
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

活
動
の
推
進
は
不
可
欠
で
あ
る
。

京
都
は
自
治
、
共
助
の
精
神
が
ま

ち
の
中
に
息
づ
き
、
広
範
か
つ
多
様

な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
が
行
わ
れ
て

い
る
。
今
後
、
こ
う
し
た
活
動
を
更

に
拡
大
、
発
展
さ
せ
る
た
め
、
市
民

の
自
主
的
な
活
動
を
総
合
的
に
支
援

す
る
社
会
福
祉
・
市
民
活
動
総
合
セ

ン
タ
ー
の
整
備
を
は
じ
め
、
情
報
提

供
や
人
材
育
成
な
ど
、
様
々
な
支
援

策
の
充
実
に
力
を
尽
く
す
。

今
日
、
厳
し
い
財
政
事
情
の

下
、
効
率
的
な
公
共
事
業
の

推
進
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し

た
中
、
国
は
、
総
合
的
な
コ
ス
ト
縮

減
を
目
指
す
新
た
な
行
動
計
画
を
策

定
す
る
こ
と
に
な
っ
た
が
、
市
は
、

ど
の
よ
う
な
縮
減
対
策
を
講
じ
、
公

共
工
事
改
革
に
取
り
組
む
の
か
。

市
公
共
工
事
コ
ス
ト
縮
減
に

関
す
る
行
動
計
画
に
基
づ
き
、

９
年
度
か
ら
３
年
間
、
全
庁
挙
げ
て

コ
ス
ト
縮
減
に
取
り
組
み
、
市
の
直

接
的
施
策
の
縮
減
率
は
、
目
標
値
の

６
％
を
上
回
っ
た
。
今
後
、
国
の
新

行
動
計
画
な
ど
を
踏
ま
え
、
直
接
的

な
工
事
コ
ス
ト
縮
減
の
ほ
か
、
維
持

管
理
費
も
含
め
た
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

コ
ス
ト
の
低
減
な
ど
の
視
点
も
加
え

た
市
の
新
行
動
計
画
を
12
年
度
末
を

目
途
に
策
定
し
、
対
策
を
一
層
推
進

す
る
。
更
に
、
公
共
事
業
の
再
評
価
、

入
札
・
契
約
制
度
の
改
善
な
ど
、
透

明
性
・
効
率
性
の
確
保
に
努
め
る
。

（

）

直
接
的
な
市
民
参
加
と

代
表
民
主
制
と
の
関
係

（

）

地
方
分
権
改
革
に
対
す

る
認
識
と
今
後
の
取
組

（

）

Ｉ
Ｔ（
情
報
通
信
技
術
）

革
命
時
代
に
お
け
る
高

度
情
報
化
の
取
組

（

）

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
の

意
義
と
そ
の
支
援
策

（

）

公
共
工
事
コ
ス
ト
の
縮

減
対
策
の
推
進

本
市
は
、
地
球
温
暖
化
防

止
京
都
会
議（
C
O
P
3
）

な
ど
の
開
催
都
市
と
し
て
、
世
界

貢
献
へ
の
使
命
は
深
い
。
12
年
11

月
に
開
催
さ
れ
る
C
O
P
6
を
前

に
京
都
会
議
の
決
定
事
項
が
揺
ら

い
で
い
る
今
、
C
O
P
3
開
催
都

市
と
し
て
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発

揮
す
る
べ
き
だ
と
考
え
る
が
、
決

意
は
。

オ
ラ
ン
ダ
の
ハ
ー
グ
で
開
催

さ
れ
る
Ｃ
Ｏ
Ｐ
６
は
、京
都

議
定
書
の
発
効
に
向
け
て
温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
削
減
方
法
な
ど
を

決
定
す
る
重
要
な
会
議
で
あ
る
。

こ
れ
ま
で
か
ら
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
３
開

催
都
市
の
市
長
と
し
て
国
内
外
に

向
け
て
、
一
日
も
早
い
京
都
議
定

書
の
批
准
・
発
効
を
求
め
て
き

た
。
Ｃ
Ｏ
Ｐ
６
に
対
し
て
も
、
職

員
を
派
遣
し
、
早
期
に
批
准
す
る

よ
う
、
各
国
政
府
に
市
民
の
熱
い

思
い
を
伝
え
た
い
。
今
後
と
も
、

地
球
温
暖
化
防
止
に
向
け
た
取
組

を
積
極
的
に
行
っ
て
い
く
。

大
岩
街
道
周
辺
地
域
で
は
、

違
法
な
野
焼
き
行
為
は
ほ

ぼ
鎮
静
化
し
、
産
業
廃
棄
物
を
適

法
に
焼
却
す
る
た
め
の
焼
却
炉
も

設
置
さ
れ
た
が
、
11
年
9
月
に
、

基
準
を
大
幅
に
上
回
る
高
濃
度
の

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
が
1
焼
却
施
設

の
排
ガ
ス
に
含
ま
れ
て
い
る
こ
と

が
判
明
し
た
。
こ
の
た
め
、
地
域

住
民
が
、
市
に
環
境
改
善
を
求
め

る
要
望
を
行
っ
た
が
、
ど
の
よ
う

に
対
処
す
る
の
か
。

こ
の
地
域
は
３
年
以
上
に

わ
た
る
監
視
活
動
を
継
続

し
、
焼
却
施
設
の
適
正
処
理
指
導

を
行
っ
た
結
果
、
野
焼
き
行
為
が

終
息
す
る
な
ど
着
実
に
成
果
は
上

が
っ
て
い
る
。

基
準
値
を
大
幅
に
超
え
た
１
焼

却
施
設
に
は
、直
ち
に
使
用
停
止
を

命
じ
、現
在
も
停
止
さ
せ
て
い
る
。

12
年
８
月
に
は
、住
民
の
方
々

か
ら
地
域
の
環
境
改
善
を
求
め
る

要
望
を
い
た
だ
い
て
お
り
、今
後
、

停
止
さ
せ
た
焼
却
炉
も
含
め
、要

望
の
趣
旨
を
踏
ま
え
取
組
を
強
め

て
い
く
。

（

）

C
O
P
3
開
催
都
市

と
し
て
の
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
の
発
揮

（

）

環
境
先
進
都
市
の
実
現

に
向
け
た
大
岩
街
道
周

辺
環
境
問
題
へ
の
対
応

和
装
産
業
に
は
構
造
改
革
の

た
め
の
特
別
融
資
も
必
要
だ

が
、
復
興
や
再
興
と
い
う
か
つ
て
の

姿
へ
の
復
帰
を
追
い
求
め
る
の
で
は

な
く
、
現
代
人
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

や
意
識
変
化
、
多
様
化
を
踏
ま
え
た

う
え
で
、
存
続
を
図
る
方
策
が
必
要

と
考
え
る
が
、
ど
う
か
。

和
装
産
業
を
取
り
巻
く
環
境

は
非
常
に
厳
し
い
状
況
に
あ

る
。
こ
れ
ま
で
関
係
業
界
団
体
に
対

す
る
事
業
支
援
な
ど
に
取
り
組
ん
で

き
た
。
入
洛
観
光
客
年
間
５
千
万
人

構
想
達
成
の
た
め
に
も
着
物
が
似
合

う
ま
ち
・
京
都
の
実
現
に
努
め
た
い
。

ま
た
、
和
装
文
化
を
広
げ
る
に
は
、

こ
れ
ま
で
の
習
慣
に
と
ら
わ
れ
な
い

取
組
も
必
要
で
、
現
在
の
ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル
に
合
っ
た
着
物
作
り
な
ど
を

推
進
し
て
き
た
。
今
後
も
、
消
費
者

ニ
ー
ズ
を
積
極
的
に
採
り
入
れ
た
取

組
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
和
装
産

業
の
振
興
・
発
展
に
全
力
を
挙
げ
る
。

21
世
紀
の
観
光
都
市
・
京
都

を
実
現
す
る
た
め
の
観
光
振

興
推
進
計
画
策
定
に
向
け
て
、
入
洛

観
光
客
年
間
5
千
万
人
構
想
実
現
の

目
標
年
次
と
そ
の
根
拠
を
示
し
て
ほ

し
い
。
ま
た
、
推
進
計
画
の
基
本
方

針
と
今
後
の
推
進
体
制
は
。

構
想
の
達
成
年
度
は
、
現
在

策
定
中
の
市
基
本
計
画
の
目

標
年
次
で
あ
る
２
０
１
０
年
と
す

る
。
世
界
の
観
光
旅
行
者
が
２
０
１

０
年
に
は
10
億
人
に
な
る
と
予
測
さ

れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
海
外
か
ら
の

観
光
客
を
獲
得
す
る
た
め
の
宣
伝
活

動
を
強
化
す
る
。
ま
た
、
来
春
の
大

阪
で
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ス
タ
ジ

オ
・
ジ
ャ
パ
ン
の
オ
ー
プ
ン
な
ど
を

視
野
に
入
れ
た
広
域
観
光
の
推
進
、

二
条
城
築
城
400
年
事
業
な
ど
に
よ

り
、
積
極
的
な
観
光
客
誘
致
を
図
る
。

推
進
計
画
は
、
社
会
情
勢
の
変
化

や
技
術
革
新
の
進
歩
に
対
応
し
得
る

年
次
計
画
と
し
、
市
民
参
加
型
の
体

制
で
着
実
に
実
行
す
る
。

12
年
3
月
市
会
で
は
、
地
元

中
小
零
細
企
業
へ
の
優
先
的

発
注
を
求
め
る
請
願
が
全
会
一
致
で

採
択
さ
れ
た
。
住
宅
、
福
祉
、
教
育

な
ど
の
分
野
で
、
市
が
積
極
的
に
中

小
企
業
向
け
の
仕
事
を
起
こ
す
べ
き

だ
。
ま
た
、
発
注
率
を
高
め
る
た
め
、

目
標
と
期
限
を
具
体
的
な
数
字
で
設

定
す
る
よ
う
求
め
る
。

市
民
に
必
要
な
あ
ら
ゆ
る
事

業
に
つ
い
て
、
従
来
か
ら
地

元
中
小
企
業
へ
の
発
注
を
基
本
に
し

て
き
た
。
大
規
模
な
公
共
事
業
で
も
、

分
離
・
分
割
発
注
で
受
注
機
会
の
拡

大
を
図
る
な
ど
、
可
能
な
限
り
地
元

中
小
企
業
へ
の
優
先
発
注
に
努
め
て

い
る
。
な
お
、
市
の
中
小
企
業
向
け

契
約
実
績
は
国
の
目
標
を
大
幅
に
上

回
っ
て
い
る
が
、
今
後
と
も
、
公
共

事
業
の
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
地
域

経
済
の
活
性
化
、
地
元
中
小
企
業
の

育
成
に
つ
な
が
る
よ
う
努
め
る
。

（

）

和
装
産
業
の
存
続
に
つ

い
て
の
方
策

（

）

地
元
中
小
零
細
企
業
へ

の
優
先
的
発
注

（

）

観
光
客
5
千
万
人
構
想

の
実
現
と
観
光
振
興
推

進
計
画
の
策
定

市
長
は
こ
れ
ま
で
に「
特
別
施

策
と
し
て
の
同
和
対
策
事
業

は
、
法
期
限
で
あ
る
13
年
度
末
に
す

べ
て
終
了
し
、
同
和
行
政
を
終
結
さ

せ
る
」と
何
度
も
述
べ
て
い
る
が
、
今

後
の
展
望
と
そ
の
決
意
は
。
ま
た
、

13
年
か
ら
10
年
間
の
計
画
で
あ
る
基

本
計
画
の
素
案
の
中
に
同
和
問
題
の

早
期
解
決
に
向
け
た
取
組
の
推
進
と

い
う
項
目
が
あ
る
の
は
な
ぜ
か
。

同
和
問
題
の
解
決
に
向
け
て
、

全
力
で
取
り
組
ん
だ
結
果
、

同
和
地
区
の
住
環
境
や
住
民
の
生
活

実
態
は
大
き
く
改
善
さ
れ
て
き
た
。

こ
れ
を
踏
ま
え
、
同
和
行
政
の
見
直

し
、
改
革
を
進
め
、
こ
れ
ま
で
に
、

同
和
対
策
事
業
62
事
業
の
う
ち
、
約

８
割
を
完
了
さ
せ
た
と
こ
ろ
で
あ

り
、
法
期
限
で
あ
る
13
年
度
末
に
は
、

特
別
施
策
と
し
て
の
同
和
対
策
事
業

を
す
べ
て
完
了
し
、
同
和
行
政
を
終

結
す
る
。
今
後
は
、
広
く
市
民
を
対

象
と
す
る
、
保
健
福
祉
や
教
育
、
啓

発
、
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
一
般
施
策

に
よ
り
、
そ
の
解
決
を
図
っ
て
い
く

考
え
で
、
こ
の
考
え
方
に
基
づ
き
、

基
本
構
想
等
審
議
会
か
ら
の
答
申
を

受
け
て
、
新
し
い
基
本
計
画
を
策
定

し
て
い
く
。

市
の
Ｄ
Ｖ（
夫
・
恋
人
か
ら
の

暴
力
）へ
の
取
組
は
、広
報
啓

発
の
部
分
だ
け
で
、暴
力
へ
の
対
策
強

化
、被
害
者
支
援
策
の
具
体
的
な
取
組

内
容
に
つ
い
て
は
検
討
を
進
め
て
い

る
よ
う
に
思
え
な
い
が
、ど
う
か
。

Ｄ
Ｖ
は
重
大
な
社
会
問
題
で

あ
り
、
様
々
な
取
組
を
進
め

て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
専
門
相
談

（

）

同
和
行
政
の
終
結
に
向

け
た
今
後
の
展
望
と
そ

の
決
意

（

）

ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
・
バ

イ
オ
レ
ン
ス（
Ｄ
Ｖ
）に

対
す
る
具
体
的
取
組

体
制
の
確
立
に
向
け
取
り
組
む
。
ま

た
、
引
き
続
き
啓
発
事
業
を
推
進
し

て
い
く
ほ
か
、
母
子
生
活
支
援
施
設

で
は
、
母
子
の
安
全
を
確
保
す
る
た

め
、
他
都
市
の
施
設
に
入
所
で
き
る

広
域
措
置
や
子
ど
も
の
い
な
い
女
性

の
一
時
保
護
に
つ
い
て
も
対
応
し
て

い
る
。更
に
は
、生
活
安
全
基
本
計
画

の
推
進
な
ど
に
よ
り
地
域
で
の
対
策

に
も
努
め
る
と
と
も
に
、現
在
策
定

中
の
第
３
次
女
性
行
動
計
画
で
も
、

更
に
効
果
的
な
対
策
を
検
討
す
る
。

公
共
投
資
の
無
駄
を
徹
底
抑

制
す
れ
ば
、
財
政
再
建
を
進

め
つ
つ
、
社
会
保
障
な
ど
も
強
化
で

き
る
。
基
本
計
画
の
素
案
に
は
、「
京

阪
連
絡
道
路
の
構
想
促
進
」と
書
い
て

あ
る
。
こ
の
構
想
は
バ
ブ
ル
時
代
の

発
想
で
あ
り
、
莫
大
な
出
費
を
伴
う

こ
と
に
な
る
。
10
年
以
内
の
事
業
計

画
で
あ
る
本
計
画
で
な
ぜ
取
り
上
げ

る
の
か
、
基
本
構
想
等
審
議
会
で
ど

ん
な
議
論
が
あ
っ
た
の
か
。

基
本
計
画
の
素
案
は
、
基
本

構
想
等
審
議
会
で
の
議
論
の

た
た
き
台
と
し
て
、
審
議
会
で
作
成

さ
れ
た
。
審
議
会
で
は
、
こ
の
素
案

に
つ
い
て
、
数
多
く
の
項
目
を
様
々

な
角
度
か
ら
議
論
し
て
い
る
が
、

「
京
阪
連
絡
道
路
構
想
」は
現
在
の
と

こ
ろ
特
に
議
論
に
な
っ
て
い
な
い
。

な
お
、
基
本
計
画
に
は
10
年
以
内

に
着
手
さ
れ
る
事
業
だ
け
で
な
く
、

計
画
・
構
想
段
階
の
も
の
も
当
然
に

含
ま
れ
る
べ
き
も
の
と
考
え
る
。

商
業
集
積
ガ
イ
ド
プ
ラ
ン
は
、

一
定
の
地
域
で
大
型
店
を
認

（

）

京
都
市
基
本
計
画
素
案

で
の
京
阪
連
絡
道
路
構

想
の
位
置
付
け

め
る
も
の
で
あ
り
、
撤
回
す
べ
き
だ
。

ま
た
、
ま
ち
づ
く
り
条
例
は
、
大
型

店
の
出
店
を
規
制
し
、
市
民
や
商
業

が
息
づ
く
も
の
に
見
直
す
べ
き
だ
。

そ
の
た
め
に
、
地
域
住
民
の
合
意
を

得
る
に
ふ
さ
わ
し
い
説
明
会
の
開
催

期
間
や
情
報
公
開
の
義
務
付
け
、
罰

則
規
定
を
設
け
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

商
業
集
積
ガ
イ
ド
プ
ラ
ン
は
、

広
く
市
民
か
ら
意
見
を
い
た

だ
い
て
策
定
し
た
も
の
で
、
無
秩
序

な
商
業
開
発
を
抑
制
し
、
望
ま
し
い

商
業
集
積
を
実
現
す
る
た
め
に
大
切

で
あ
り
、
撤
回
の
考
え
は
な
い
。
ま

た
、
ま
ち
づ
く
り
条
例
は
、
市
民
と

事
業
者
と
行
政
が
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
で
良
好
な
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て

い
こ
う
と
す
る
も
の
で
、
今
後
の
運

用
を
積
み
重
ね
て
い
く
中
で
、
見
直

し
の
必
要
が
あ
れ
ば
検
討
し
た
い
。

21
世
紀
に
は
、
交
通
の
在
り

方
も
目
を
見
張
る
よ
う
な
改

善
が
必
要
に
な
る
。
総
合
交
通
体
系

の
実
現
に
向
け
、
ど
の
よ
う
な
手
順

で
、
い
つ
頃
ま
で
に
方
針
を
ま
と
め

る
の
か
。
ま
た
、
市
で
は
、
高
齢
者

が
ま
ち
に
出
た
く
て
も
公
共
交
通
に

恵
ま
れ
な
い
地
域
が
ど
れ
ほ
ど
あ
る

か
把
握
し
て
い
な
い
。
調
査
す
べ
き
。

京
都
市
基
本
構
想
で
は
、
環

境
へ
の
負
荷
軽
減
に
十
分
配

慮
し
つ
つ
、
自
動
車
交
通
に
過
度
に

依
存
し
な
い
公
共
交
通
優
先
型
の
交

通
体
系
の
確
立
を
目
指
す
こ
と
に
し

て
い
る
。
今
後
、
現
在
策
定
中
の
基

本
計
画
の
中
で
総
合
交
通
体
系
を
確

立
し
、
そ
の
具
体
化
に
向
け
て
鋭
意

取
り
組
む
。

公
共
交
通
の
調
査
に
つ
い
て
は
、

12
年
度
に
、
市
周
辺
部
を
対
象
と
し

て
、
乗
合
バ
ス
事
業
実
態
調
査
を
実

施
し
、
そ
の
中
で
状
況
把
握
を
行
う
。

（

）

商
業
集
積
ガ
イ
ド
プ
ラ

ン
の
撤
回
と
ま
ち
づ
く

り
条
例
の
見
直
し

（

）

総
合
交
通
体
系
の
実
現

と
公
共
交
通
の
整
備
状

況
の
把
握

そ
の
ほ
か
の
主
な
質
問

○
島
津
製
作
所
五
条
工
場
跡
地
の
複
合
商
業
施
設
建
設
構
想
に

対
す
る
市
の
姿
勢

○
本
市
財
政
の
厳
し
い
現
況
と
そ
の
要
因

○
世
界
文
化
自
由
都
市
宣
言
を
行
う
都
市
と
し
て
の
国
連
へ
の

積
極
的
な
貢
献

女性総合センター　ウイングス京都

9年12月に開催された地球温暖化防止京都会議

二条城を訪れる修学旅行生

社会福祉・市民活動総合センター（12年12月着工予定）

9月定例会では、意見書5件と
決議1件を可決しました。
これらの意見書は、内閣総理

大臣など、関係機関に提出しま
した。

東海豪雨・三宅島等伊豆諸島の
災害対策に関する意見書
今年に入り、北海道有珠山の噴火
をはじめ、伊豆諸島においては群発
地震が発生し、特に三宅島雄山では、
大規模な噴火となった。
また、9月11日午後から12日にか
けて降り続いた豪雨により、愛知、
三重、岐阜の東海三県を中心に甚大
な被害を出した。
国は、東海豪雨や三宅島等伊豆諸
島の災害に対し、今後も引き続き万
全の対策を講じること。

（全会一致）

骨髄移植の充実に関する意見書
日本の公的骨髄バンクは、3年12
月に骨髄移植推進財団が設立認可さ
れ、5年1月に始まった非血縁者間移
植は既に2,800例を超えている。
しかし、患者とその家族には、骨
髄バンクによって善意のドナーが現
れても、なお50万円以上の患者負担
が必要とされるなど、精神的、経済
的に過重な負担を強いられている。
一方、骨髄移植推進財団は非常に
困難な財政状況に直面している。
国は、骨髄バンクを介した骨髄提
供に派生する患者負担を解消すると
ともに、骨髄バンクの運営経費にも、
十分配慮すること。

（全会一致）
育児・介護休業法の抜本改正と
保育施策の拡充を求める意見書
現在、我が国には仕事と家庭の両
立支援策の柱として育児・介護休業
法があるが、まだ多くの課題を残し
ている。
国は、法を抜本的に改正し、次の

項目を実現すること。
1 短時間勤務制度を拡充すること。
2 子ども・家族看護休暇を新設する
こと。
3 男性の育児休業取得を促進する
こと。
4 時間外労働等の免除措置を講じ
ること。
5 待機児の解消をはじめ多様な保
育ニーズに対応した保育サービス
と学童保育機能の拡充を図ること。
6 無認可保育所を届出制とするた
めの法整備を図ること。

（全会一致）
「自然エネルギー発電促進法」の
早期制定を求める意見書
9年12月の京都議定書において、

温室効果ガスの削減目標が示され
た。我が国でも、風力、太陽光等の
自然エネルギーによる発電を積極的
に開発し、その普及を図ることが喫
緊の課題となっている。
しかし、自然エネルギー発電への
国の助成や支援は十分とは言えない。

国は、地域活性化にも貢献する
「自然エネルギー発電促進法」等の施
策を早期に確立すること。

（全会一致）
相続税及び贈与税の見直しに
関する意見書
現行の相続税の課税理念には、事
業の承継という概念がなく、承継時
の相続税負担が中小企業の活力維持
への阻害要因となっている。
国は、来年度の税制改正に当たっ
て、次のことを配慮すること。
1 相続税の最高税率を50パーセン
トまで引き下げるとともに、税率
の累進構造を緩和すること。
2 事業用資産を一般の相続財産か
ら分離し、納税猶予制度の創設を
早急に検討すること。
3 贈与税については、60万円に据
え置かれている基礎控除額を大幅
に引き上げること。

（賛成多数）

信用金庫再編に関する決議
京都みやこ信用金庫と南京都信用
金庫の経営破たんにより、現在、事
業譲渡先である京都中央信用金庫か
整理回収機構かの債権の振分通知が
行われているが、２信用金庫の取引
先のほとんどは中小零細企業であ
り、中小企業者への大きな影響が懸
念される。
本市は、これまで関係機関による
連絡会議の開催や相談窓口の設置等
中小企業者の立場に立って対応して
きたが、事業譲渡が最終局面を迎え、
一層の取組が求められる。
地域経済への影響を最小限にとど
め、懸命に努力する中小企業者を守
るため、次のことについて要望する。
1 事業譲渡に伴う、中小企業者か
らの相談に対応するため、相談体
制を更に拡充・強化すること。
2 整理回収機構に送られた債務者
に対しても、本市の立場から最大
限の努力を行うこと。

（全会一致）

意 見 書 ・ 決 議
［骨　子］


